
2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期
（予想）

2027年3月期
（計画）

連結合計
（特殊要因込） 70 120 118 177 259 260 208 178 200 230
物流：特殊要因 － － － 35 89 46 － － － －
実力値 70 120 118 141 170 213 208 178 200 230
物流 59 98 91 115 148 193 194 214 228 245
不動産 50 51 59 58 58 59 59 22 35 45
全社費用 △39 △30 △32 △32 △36 △39 △46 △57 △63 △60
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サステナビリティ経営の推進について 中期経営計画2022の数値進捗
サステナビリティ経営の推進により、積極的な投資と、成長戦略施策を実行し、2027年3月期の目標値達成を目指しております。

VISION、PURPOSE、4VALUESを体系化したグループ理念を策定し、
各施策や企業統治において、進むべき方向性を2022年に明文化い
たしました。

2050年の未来像を想像し、そこに至るために取り組むべき
中長期的な重要課題である「マテリアリティ」を2024年に
改定いたしました。

「価値創造の基盤維持・強化」に基づく6つのマテリアリティ
と、それらを通じて「企業価値・社会価値の創造」を実現する
2つのマテリアリティの計8項目で構成しております。

株主還元

配当性向30%

200億円

戦略投資

DX投資・新規設備
投資（物流／不動産）・

M&A等

1,000億円

通常投資

既存施設の
維持／更新投資

300億円
＋ ＋＋

財務戦略 成長戦略

最適D/Eレシオ1.0倍を基準とした調達と運用
ROE：12%超を目標設定

グループ総合力結集に
よるトップライン成長

1   統合ソリューションサービスの拡大
2   サステナビリティ対応ビジネスの拡大
3  業際の深掘

深化を支える経営基盤の構築
人材

・制度改革
・人材交流
・ エンゲージメント 
向上＋

オペレーションの
競争力強化

1   標準化の全社浸透
2   業務品質の向上
3   オペレーションのローコスト化

当社独自の強みとビジネスモデルを深化させ、サプライ チェーン最適化ニーズを捉えることで持続的な成長を
目指しており、グループ理念やマテリアリティと連動させな がら推進しております。

グループ理念 マテリアリティ 三井倉庫グループのビジネスモデル

企業価値
・社会価値の創造

価値創造の基盤維持・強
化

事業基盤

• ガバナンスの高度化

•  社会課題解決に
 つながる共創を通じた
 サービス・事業の創出

•   持続可能で強靭な
 物流インフラの提供

成長基盤

• 人的資本経営の推進
• DXの推進
•  安全・高品質な 
物流事業の追求

社会基盤

• 気候変動対応・
 資源循環の推進
•  人権の尊重

社会を止めない。進化をつなぐ。
PURPOSE   存在意義

いつもも、いざも、これからも。
共創する物流ソリューションパートナー

VISION   中長期的に目指す姿

4 VALUES   価値観・行動指針

PRIDE
社会を止めない
ことの責任と誇り

CHALLENGE
顧客視点と社会視点の、
提案力と実行力で挑む

GEMBA
現場は原点であり、
進化の起点で
あり続ける

RESPECT
多様な個を受け入れ、
新たな価値を
生み出す PRIDE・CHALLENGE・GEMBA・RESPECT

グループ総合力を活かした
持続可能なサプライチェーンの提供力

三井倉庫グループ
ビジネスモデルの深化

VISIONの実現へ4VALUES

強み

これまで培ってきた資本

いつもも、いざも、これからも。
共創する物流ソリューションパートナー

共創による
新たな事業創造

110年を超える
信頼と実績

広範囲にわたる
一気通貫の物流網

専門ノウハウに基づく
提案力と現場力

安定した経営基盤

広範囲で高品質な
オペレーション

最適なサプライ
チェーンの設計

DX 共創 事業
アセット ESG

営業利益推移 （単位：億円） 
中期経営計画2017 中期経営計画2022

■■ 実力値　  物流：特殊要因
［   ］ 実力値・特殊要因合計

※1 実力値：2021年3月期～2023年3月期のコロナ禍期、サプライチェーン混乱から生じた「特需的に発生した営業利益額」を除いた数値です。
※2 投資：BSに計上される累計額を記載しており、人的資本に関する投資やDX・設備投資のうちオペレーティングリースにより調達したもの等、PLで費用計上されるものは含んでおりません。
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